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１．大規模プロジェクトの推進

（１）河川事業

①入間川流域緊急治水対策プロジェクト（直轄河川大規模災害関連事業）

Ⅰ 用地部の主要課題

【関連リンク】
入間川流域緊急治水対策
プロジェクト 荒川上流河川
事務所

○令和元年東日本台風により、堤防が決壊するなど甚大な被害を受け、荒川水系入間川流域において、国、県、流域

４市町が連携し、「河道・流域における対策として多重防御治水の推進」、「ソフト施策による減災に向けた更なる取組

の推進」を実施。治水対策により、社会経済被害の最小化を目指すプロジェクトを始動。

○国では入間川、越辺川、都幾川において堤防、護岸等の被災施設の迅速な復旧、河道内の土砂掘削、樹木伐採に

よる水位低減、掘削土を活用した堤防整備等を令和７年度までに緊急的・集中的に実施し、治水安全度の向上を図る。
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用地取得率（令和５年３月末現在）

入間川 100%

越辺川 91%

都幾川 84%

※面積ベース。遊水地部分除く。

https://www.ktr.mlit.go.jp/arajo/arajo00885.html
https://www.ktr.mlit.go.jp/arajo/arajo00885.html
https://www.ktr.mlit.go.jp/arajo/arajo00885.html
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		用地取得率（令和５年３月末現在） ヨウチ シュトク リツ レイワ ネン ガツ マツ ゲンザイ

		入間川 イルマガワ		100%

		越辺川 オッペガワ		91%

		都幾川 トキガワ		84%

		※面積ベース。遊水地部分除く。 メンセキ ユウスイチ ブブン ノゾ







②那珂川緊急治水対策プロジェクト（直轄河川緊急復旧事業・河川大規模災害関連事業）
○令和元年東日本台風により、那珂川水系では甚大な被害を受け、国、県、市町村が連携し、「河道・流域における対策

として多重防御治水の推進」、「ソフト施策による減災に向けた更なる取組の推進」を実施。治水対策により、社会経済

被害の最小化を目指すプロジェクトを始動。

○今後の本格的な災害復旧工事等を迅速かつ効率的に進めるため、事業を担当する常陸河川国道事務所に

令和元年11月22日「那珂川緊急治水対策推進室」を設置。

【関連リンク】
那珂川緊急治水プロジェクト
常陸河川国道事務所
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用地取得率（令和５年３月末現在）

堤防整備 霞堤整備

　野口・下伊勢畑地区 77% 　下境地区 32%

　下江戸・下圷地区 99% 河道掘削箇所 55%

　吉沼地区 58% 大場遊水池 11%

　大野地区 92%

　勝田・栄町地区 81% ※面積ベース

https://www.ktr.mlit.go.jp/hitachi/hitachi00814.html
https://www.ktr.mlit.go.jp/hitachi/hitachi00814.html
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③久慈川緊急治水対策プロジェクト（直轄河川緊急復旧事業・河川大規模災害関連事業）

○令和元年東日本台風により、久慈川水系では甚大な被害を受け、国、県、市町村が連携し、「河道・流域における対策と

して多重防御治水の推進」、「ソフト施策による減災に向けた更なる取組の推進」を実施。治水対策により、社会経済被害

の最小化を目指すプロジェクトを始動。

○令和元年東日本台風からの復旧・復興を加速化し、洪水災害等への備えを強力に推進するため、令和２年４月１日

「久慈川緊急治水対策河川事務所」を茨城県常陸太田市に設置。
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久慈川緊急治水対策河川事務所

【関連リンク】
久慈川緊急治水プロジェクト

用地進捗率（令和５年３月末現在）

国直轄区間 45%
権限代行区間 45%
※面積ベース

常陸河川国道事務所

https://www.ktr.mlit.go.jp/kujigawa/
https://www.ktr.mlit.go.jp/hitachi/hitachi00814.html


④霞ヶ浦導水事業（直轄流況調整河川事業）

○霞ヶ浦導水事業は、那珂川下流部、霞ヶ浦及び利根川下流部をつなぐ地下トンネルを建設し、水を相互に行き来さ

せることによる霞ヶ浦と桜川等の水質浄化、利根川下流部と那珂川下流部の流水の正常な機能の保持（水不足の

軽減）及び那珂川と霞ヶ浦における新規の都市用水の確保を図ることを目的とした、総延長約４５．６kmの事業。

○立坑・機場部分は用地取得、トンネル部分は区分地上権を設定。石岡トンネルのうち３～５工区を申請起業地区間

として、令和３年１１月２６日に土地収用法に基づく事業認定を申請。令和４年２月２５日に事業認定の告示。

※流況調整河川とは
流況の異なる２つ以上の河川を水路で結び、
相互に導送水を行うことにより、それぞれの
河川の流況を改善することを目的とする河川
又は河川管理施設。

Ｐ Ｐ Ｐ Ｐ

6工区 5工区 4工区 3工区 2工区 1工区

霞ヶ浦 霞ヶ浦 桜
川

那
珂
川

利
根
川

利根機場 霞ヶ浦樋管 土浦放流口 高浜機場 玉里立坑 美野里立坑 堅倉立坑 上飯沼立坑 茨城立坑 水戸立坑 桜機場 那珂機場

高浜樋管

：完成 : 施工中 : 未完成

利根
導水路

（約2.6km）

那珂導水路（約43km）

石岡トンネル
（約7.4km完成/約24.7km）

水戸トンネル
（約6.8km）

土浦トンネル
（約11.6km）
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【関連リンク】
霞ヶ浦導水工事事務所

申請起業地区間

用地取得率（令和５年３月末現在）

石岡トンネル（１工区～６工区） 99%

※面積ベース、区分地上権設定を含む

https://www.ktr.mlit.go.jp/dousui/index0001.html


（２）道路事業

①東京外かく環状道路（関越～東名）

○東京外かく環状道路は、都心から約１５ｋｍの圏域を環状に連絡する延長約８５ｋｍの道路であり、首都圏の渋滞和、環境

改善や円滑な交通ネットワークを実現する上で重要な道路。

○関越道から東名高速までの約１６ｋｍについては、平成２１年度に事業化、平成２４年４月には、東日本高速道路（株）、中

日本高速道路（株）に対して有料事業許可がなされ、国土交通省と共同して事業を推進中。

○用地取得率（令和５年３月末現在）：約９２％（面積）

○引き続き任意協議と並行して収用手続を実施。

【関連リンク】
東京リングステップ
東京外かく環状国道事務所
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https://www.ktr.mlit.go.jp/gaikan/index.html
https://www.ktr.mlit.go.jp/gaikan/index.html


②首都圏中央連絡自動車道（大栄～横芝）

○都心から放射状に延びる東関東自動車道や常磐自動車道と相互に連絡し、成田国際空港や筑波研究学園都市への

アクセス向上、それに伴う観光、物流、研究等の発展、また、成田市・多古町・芝山町・横芝光町・山武市における更な

る産業振興に寄与。

○大栄～横芝の約１８．５ｋｍについては、平成２０年度に事業化、平成２５年６月には東日本高速道路（株）に対して有料

道路事業許可がなされ、国土交通省と共同して事業を推進中。

○用地取得率（令和５年３月末現在） ： 約９９％（面積）

○引き続き任意協議と並行して収用手続を実施。

【関連リンク】
首都圏中央自動車道（圏央道）
千葉国道事務所

77

大栄JCT付近 (令和５年１月撮影)

松尾横芝IC付近 (令和５年１月撮影)

http://www.ktr.mlit.go.jp/chiba/kenoudou/
http://www.ktr.mlit.go.jp/chiba/kenoudou/


③東関東自動車道水戸線（潮来～鉾田）

○常磐自動車道三郷JCTから北関東自動車道茨城町JCTまでの延長１４３ｋｍの高速自動車国道のうち、茨城県潮来市を

起点に茨城県鉾田市に至る延長３０．９ｋｍの道路。

高速ネットワークを形成し、国際バルク戦略港湾である鹿島港や成田国際空港、茨城空港へのアクセス向上を図るとと

もに、災害時の代替路線（リダンダンシー）を確保し、北関東地域と東関東地域の連携交流に寄与。

○本区間は、平成２１年度に事業化、平成２９年３月には東日本高速道路（株）に対して有料道路事業許可がなされ、国土

交通省と共同して事業を推進中。

○用地取得率（令和５年３月末現在） ： 約９７％（面積）

○引き続き任意協議を継続し必要手続を実施。

潮来IC付近 (令和４年２月撮影)

【関連リンク】
東関東自動車道水戸線
常総国道事務所
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http://www.ktr.mlit.go.jp/jousou/jousou_index003.html
http://www.ktr.mlit.go.jp/jousou/jousou_index003.html


④新大宮上尾道路（与野～上尾南）

○新大宮上尾道路は、さいたま市中央区から鴻巣市に至る延長２５．１ｋｍの高架構造の自動車専用道路。

圏央道沿線から都心へのアクセス性が向上し地域の産業活動を支援するとともに、 渋滞緩和により追突事故の減少、

信越、東北方面との主要拠点間の広域連携強化など、 沿線地域の安全で安心な暮らしに寄与。

○与野～上尾南の約８．０ｋｍについては、平成２８年度に事業化、 平成２９年３月には首都高速道路（株）に対して有料道

路事業許可がなされ、国土交通省と共同して事業を推進中。

○用地取得率（令和５年３月末現在） ： 約２０％（面積）

○引き続き任意協議を継続。
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【関連リンク】
大宮国道事務所 新大宮上尾道路
首都高速道路 新大宮上尾道路（与野～上尾南）

①宮前付近（平成31年3月撮影）

②与野JCT(仮称)付近（平成31年3月撮影）

①宮前

②

http://10.160.8.7/oomiya/oomiya_index020.html
https://www.shutoko.jp/ss/shin-omiyaageo/


２．関東地区土地政策推進連携協議会
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【関連リンク】関東地区土地政策推進連携協議会 関東地方整備局用地

 所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法（平成30年法律第49号）の成立と関係閣僚会議決定の基本方針を受け、関係者間の連

携を強化するとともに所有者不明土地問題に取り組む市町村等を支援するため、全国１０ブロックに地方整備局を中心とする協議会を設置。さらに、
令和4年の同法改正を契機として、所有者不明土地対策のみならず、広く土地に関する課題解決等を支援する組織へと改組。

 平成31年2月に「関東地区所有者不明土地等に関する連携協議会」が設立され、令和4年5月に 「関東地区土地政策推進連携協議会」へと改組。

市区町村

支援・連携
支援ニーズ

講習会等
による支援

関東弁護士会連合会

関東ﾌﾞﾛｯｸ司法書士会協議会

埼玉土地家屋調査士会

関東甲信不動産鑑定士協会

東京都不動産鑑定士協会

日本補償コンサルタント協会
関東支部

埼玉県宅地建物取引業協会

全日本不動産協会東京都本部

埼玉県行政書士会

茨城県行政書士会

栃木県行政書士会

群馬県行政書士会

東京都行政書士会

神奈川県行政書士会

山梨県行政書士会

長野県行政書士会

情報共有
意見交換

都・県・政令市

関東地方整備局
（事務局 用地部）

協議会の
マネジメント等

登記制度に関する
情報の提供

管内市区町村
との連絡調整

設 立 目 的

主な活動内容
・会員等による相談体制（ネットワーク）の構築、相談窓口の設置
・相談会や専門家等による講習会・講演会の開催
・所有者不明土地問題の解消に関する取組の情報共有及び支援
・所有者不明土地法の施行に関する情報共有及び支援 (土地収用法の特
例、地域福利増進事業、所有者探索の円滑化、財産管理制度、長期相続未了土地、
所有者不明土地の管理の適正化のための措置、市区町村の所有者不明土地対策
に関する計画制度及び協議会制度、所有者不明土地利用円滑化等推進法人の指
定制度等）

・用地業務、地籍調査等の円滑な遂行のための情報共有及び支援

○所有者不明土地法の円滑な施行
○用地業務、地籍調査等の土地に係る施策の円滑な遂行

特別会員

会 員 協力会員

東京法務局 関東財務局 関東農政局 林野庁

林地制度に関す
る情報共有

国有地に関する
情報共有

農地制度に関する
情報共有

https://www.ktr.mlit.go.jp/youchi/furendo/index00000001.html


３．地籍整備の促進

 「地籍」とは、一筆ごとの土地の所有者や地番、地目、境界、面積など、土地の現況を示す基礎的な情報で、「土地の戸籍」
とも呼ばれているものです。

 一つ一つの土地について、所有者等に確認しながら地籍を調べていく作業が地籍調査※で、昭和２６年の国土調査法制定
以来、７０年以上にわたり全国で実施されています。

※地籍調査とは
 国土調査法に基づき、毎筆の土地の

境界や面積等を調査（主な実施主体
は市区町村）

 成果（地籍図・地籍簿）は法務局にも
送付され、登記記録を修正し、登記所
備付地図になる

 地籍調査の成果は、土地取引の円滑化、災害からの早期の復旧・復興、効率的なインフラ整備、まちづくり等を進める上
で大きな役割を果たしています。
また、自治体が保有するGIS（地理情報システム）等にも取り込まれ、行政サービスの効率化に寄与するほか、法務局へ
も送付され、登記記録の修正や登記所備付地図として利用されます。

国土調査法

地籍調査

地籍調査以外の
測量・調査

・自治体へ交付する補助金に関する業務

・国土調査法第１９条第５項の指定申請事務
・国土調査法第１９条第５項に関する補助金の事務

「地籍」とは

地籍調査の効果

関東地方整備局の業務

【関連リンク】地籍整備関係 関東地方整備局用地
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https://www.ktr.mlit.go.jp/youchi/chiseki/index.html


地籍整備に関する関東地方整備局の公共事業連携の取組について

 公共事業の実施が予定されている区域において、公共事業に先行して地籍調査を実施することをいいます。

 地籍調査が先行して実施された場合、法務局に正確な地図及び登記情報が備え付けられると、土地境界の明確化や所有

者情報等の把握等がされるため、その後の用地買収の期間短縮につながるなどの効果が期待されます。

 関東地方整備局では、国の事業に先行した地籍調査の実施を関係自治体に働きかけ、現在までに神奈川県内及び埼玉県

内で実施されました。（後続の国の事業は現在継続中。）

なお、関東以外の地方整備局では、地籍調査完了済みだったため、後続の公共事業が２年以上の事業期間短縮につながっ

た事例もあります。

公共事業連携

公共事業と連携した地籍調査の場合、社会資本整備円滑化地籍整備事業費補助（円滑化補助）※を受けることができます。

※公共事業の確実な実施が見込まれれば、円滑化補助の交付対象となります。

事業期間の短縮
が図られた事例

〈事業期間短縮の事例〉九州地方整備局

西九州自動車道今福IC～調川IC区間(延長2.6km)では、地籍調査完了済みだったため、２年以上の事業期間短縮につながった。

実施済（実績） 用地買収

用地買収未実施（推計）

用地買収の期間

H20 H23.6
期間短縮効果
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H25～26（想定）



Ⅱ 業務体制

１．用地部の組織

◎ 部 長

○ 用地企画課

①部内の総合調整
②土地収用対応・訴訟対応
③業務発注手続・補償管理システム関係業務
④補償コンサルタント登録関係業務
⑤地方支援（連携協議会）関係業務
⑥地籍整備関係業務

①用地対策連絡協議会関係業務
②補償額算定基準・事務処理に関する業務
③取得等に係る補償の審査・指導
④公共補償、特殊補償、事業損失 ⑤所管換え手続き対応

①事業用地の取得推進（河川・ダム、道路、公園）
②用地取得の進捗管理
③難航案件対応、不当要求対応

○ 用地補償課

○ 用地対策課

用地調整官 用地調査官 用地計画官 用地補償・土地調整管理官

＜総合調整、土地収用、補償コンサルタント、地籍整備、地方支援等＞

＜適正な用地補償の確保＞

◎ 部 長

＜用地取得の推進＞

２．管内事務所（令和5年4月現在） ※用地取得等の事務のない事務所を除く

① 河川、ダム、砂防事務所 １７事務所

② 道路事務所 １２事務所

③ 河川・道路混合事務所 ３事務所

④ 公園事務所 １事務所 計３３事務所
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